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いじめ防止対策推進法 改正に伴うプロジェクトチーム 

大津市のいじめ対策の取組 

大津市長 越 直美 
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１．大津市のいじめ対策体制 

２．法３０条の再調査機関 

３．いじめ対策に係る評価・計画策定機関 

４．いじめ対策担当教員 

５．学校のいじめ対策委員会 

６．いじめの件数の推移 
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大 津 市 役 所 学 校 

市長部局 
いじめ対策推進室 

教育委員会 
児童生徒支援課 

いじめ対策委員会 

いじめ（疑い含む）
を認知 

指導主事 相談調査専門員 

大津の子どもをいじ
めから守る委員会 

大津市立小中学校いじめ
等事案対策検討委員会 

いじめ対策担当教員等 

１．大津市のいじめ対策体制 

法２８条の調査機関 
大津市いじめに関する
重大事態再調査委員会 

法３０条の再調査機関 

相談対応 

助言 

情報共有 
指導・助言 

報告 

いじめ防止対策の
推進に係る懇話会 

評価機関  
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① 生命、心身または 
  財産に重大な事態 
② 相当期間の欠席を 
  余儀なくされている 
③ 保護者からの申立   
   てがあった場合 
 

◆同法案に対する附帯決議  
  （平成25年6月19日  
   衆議院文部科学委員会） 

 児童生徒及び保護者から
いじめられて重大事態に
至ったという申立てがあった
場合  

 ⇒その時点で「いじめの結
果ではない」あるいは「重大
事態とはいえない」と判断し
ていたとしても、直ちに重大
事態として対応する。 
 

重大事態対応の流れ<概略〉 

① 事案の発生（いじめの疑い、その後の続報） 

② 学校いじめ対策委員会による対応 

③  重大事態の判断を要する事案として教育委員会事務局で一時判断 

④教育委員会で重大事態としての取扱いの決定 

⑥被害児童生徒保護者への事前説明 

⑦第三者調査委員会への諮問・調査、審議 
（調査・分析、解決策・再発防止策の検討、報告書作成） 

⑧被害児童生徒保護者への調査結果（報告書）説明 

⑨市長への調査結果報告 ⑨被害児童生徒保護者への公表の意向確
認および公表（市ＨＰ上で６ヶ月） 

⑤総合教育会議で協議・調整 
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２．法３０条の再調査機関 
     （大津市いじめに関する重大事態再調査委員会について）  

【現状】 
 いじめ防止対策推進法に基づき設置される第三者委員会の委員選任について、 
 不透明な人選により、保護者から不信感を招くケースが生じている。 

【本市再調査委員会条例による委員の選任】  
 ・委員6人以内で、当該保護者と協議の上、市長が委嘱する。 
 ・委員のうち、半数以上はいじめを受けた子どもの保護者の推薦する者とする。 
 ・いじめを受けた子どもの保護者等は、委員について中立かつ公平な調査を行 
  うことができない相当な理由があると認めるときは、市長に対して、その理 
  由を示して当該委員の解嘱を求めることができる。 

【その他】 
 ・本委員会は、再調査の必要があると認められたときに、その都度設置する。 
 ・委員会の事務局は、市民部いじめ対策推進室（総務部が担う場合あり）が担当する。 
 ・子ども・保護者の同意のうえ報告書を公表する旨を規則にて規定。 
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３．いじめ対策に係る評価・計画策定機関 

 市長部局において、地方いじめ防止基本計画（大津市いじめの防止
に関する行動計画）を策定する。（計画には、88項目の具体的な取
組を記載） 

 市・市教委・学校のいじめ対策の取組に対して、評価や意見を求め
るため、また、計画を策定するため、有識者等による第三者機関「い
じめ防止対策の推進に係る懇話会」を設置 

 懇話会からの評価や意見をもとに、
次年度の事業や次期計画の具体的な
取組に反映 

計画に基づき、市・市教委・学校が具体的な取組を実施 
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４．いじめ対策担当教員 

配置に要する経費  約２億３，２００万円（平成３０年度） 
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５．学校のいじめ対策委員会 

【H29年度開催回数】  
 1校あたり平均152回 
 （定例会）週1回 
 （臨時会）事案があれば 
        すぐに開催 

【臨時会】 
 いじめの疑い事案が
生じた際、その都度開催。 
 機動的に、組織対応を
図る。 
 休み時間等に集まれ
るメンバーで開催する等、
メリハリのある柔軟な組
織運営が必要。 

いじめの疑いの発覚 

被害を受けている本人 友だち 保護者 教職員 地域 

口頭（教育相談含む）、電話、アンケート調査、手紙など 

いじめ対策担当教員（情報集約・連絡調整） 

教育委員会 専門家派遣 
弁護士、SC等 

いじめ対策委員会 
 

管理職、教務、いじめ対策担当教員、 

生徒指導主任、教育相談担当、 
学年主任、担任、養護教諭等 

組織的対応 

（情報共有・指導方針決定） 

速報 

指導・助言 

助言 

再発防止に向けての取組 
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６．いじめの件数の推移 

（小中学校合計） 

約５０倍に 

2,531件 

49件 

平成21年度 49 0 0.00% 0 0

平成22年度 53 4 108.16% 28 108.16%

平成23年度 151 98 284.91% 126 308.16%

平成24年度 418 267 276.82% 393 853.06%

平成25年度 587 169 140.43% 562 1197.96%

平成26年度 568 -19 96.76% 543 1159.18%

平成27年度 816 248 143.66% 791 1665.31%

平成28年度 1209 393 148.16% 1184 2467.35%

平成29年度 2531 1322 209.35% 2506 5165.31%

※平成23年度からはいじめの疑い件数含む

平成21年度
比の増加率

年度
いじめ
認知件数

対前年数 対前年比
平成21年度
比の増加数


